
総務委員会議案説明資料 

令和６年２月２７日 

件  名 頁 

１ 第１３号議案  （仮称）区営新田三丁目アパート改築工事請負契約 

の変更について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

２ 第２６号議案  区長の権限に属する事務の委任等に関する条例の 

一部を改正する条例・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

３ 第２７号議案  足立区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する 

条例の一部を改正する条例・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

４ 第２９号議案  （仮称）江北健康づくりセンター新築工事請負契約 

の変更について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

５ 第３０号議案 （仮称）江北健康づくりセンター新築電気設備工事 

請負契約の変更について・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

６ 第３１号議案 学校 ICT機器・教員用 Chromebook等の購入（Ｒ５債務） 

について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

７ 第３２号議案  指導書の購入について・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

８ 第３３号議案  足立区営住宅等維持管理業務委託について・・・・・・・２１ 

（総 務 部） 



第１３号議案説明資料 
令和６年２月２７日 

件 名 （仮称）区営新田三丁目アパート改築工事請負契約の変更について 

所管部課名 総務部 契約課 

内 容 

１ 契約の相手方  似鳥・小倉建設共同企業体 

代表者 株式会社似鳥工務店 

代表取締役 似鳥 絢哉 

東京都足立区西伊興三丁目２番２４号 

２ 契 約 金 額 

契約金額 当初契約金額割合 

当 初 契 約 ８８０,０００,０００円 １００．００％ 

変更増減（予定） １８０,７３０,０００円 ２０．５４％ 

契 約 変 更 後 １,０６０,７３０,０００円 １２０．５４％ 

※ 契約金額には消費税を含む。

３ 契 約 年 月 日  令和４年９月３０日 

４ 契 約 番 号  ４足総契契第０１０４７３号 

５ 工 期  令和４年１０月３日から令和６年３月８日まで 

６ 工 事 場 所  足立区新田三丁目１７番２０号 

※ 別紙のとおり

７ 契約変更理由および内容 

（１）土壌運搬処分費の増（約１億１，０００万円）

土壌測定の結果、基準値を超える自然由来の有害物質（鉛、ヒ素）が

含まれていたため。 

（２）既存杭撤去費の増（約５，０００万円）

ア 引抜き予定の９本の杭のうち、５本の直径が図面よりも現況におい

て太いことが判明したことから、より大型な重機での対応が必要とな

ったため（約２００万円）。

※ 図面と現況の直径の差異：80ｃｍ→90ｃｍ、80ｃｍ→95ｃｍ、

100ｃｍ→120ｃｍ、100ｃｍ→144ｃｍ、100ｃｍ→145ｃｍ

イ 上記（１）に伴い、撤去した既存杭を汚染土中にあった杭として処

分する必要性が生じ、処分費が増加したため（約４，８００万円）。

※ 処分費増加額

総量 単価 処分費総額 

当 初 契 約 756ｔ 6,000円 4,536,000円 

変更増減（予定） 1,424ｔ 18,000円 47,784,000円 

契 約 変 更 後 2,180ｔ 24,000円 52,320,000円 

（３）インフレスライド条項適用の増（約２，０００万円）
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８ 契約変更（仮承諾）年月日 令和５年１２月２７日 

９ そ の 他 

議会の議決を得た当該契約金額より変更による増減額が１００分の１０

以上のため、足立区議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処

分に関する条例（昭和３９年足立区条例第１号）第２条の規定に基づき、

本件を提出する。 
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（仮称）区営新田三丁目アパート 案内図 

別紙 

（仮称）区営新田三丁目アパート 

新田三丁目１７番２０号 
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第２６号議案説明資料
令和６年２月２７日 

件  名 区長の権限に属する事務の委任等に関する条例の一部を改正する条例 

所管部課名 総務部 総務課 

内  容 

令和６年度組織・定数の内示により、学童保育に関する事務が、地域のち

から推進部から子ども家庭部に移管されるため、教育委員会への委任事項に

関する規定を改定する。 

１ 改定内容 

第１条中「（６）保育に関すること。」の次に「（７）放課後児童健全育

成事業に関すること。」を加える。 

２ 施行年月日 

令和６年４月１日 

３ 新旧対照表

別紙のとおり 

４ その他

条例改正と併せて「区長の権限に属する事務の委任等に関する条例

施行規則」の規定を整備する。 
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区長の権限に属する事務の委任等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

改正前 改正後 

○区長の権限に属する事務の委任等に関する条例 ○区長の権限に属する事務の委任等に関する条例

平成23年３月２日条例第３号 平成23年３月２日条例第３号 

（委任） （委任） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第180条の

２の規定に基づき、区長は、次の事務を足立区教育委員会（以下「教育委

員会」という。）に委任する。 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第180条の

２の規定に基づき、区長は、次の事務を足立区教育委員会（以下「教育委

員会」という。）に委任する。 

(１) 子ども施策の総合的推進及び調整に関すること。 (１) 子ども施策の総合的推進及び調整に関すること。

(２) 新たな子ども支援及び子育て支援の仕組みに関すること。 (２) 新たな子ども支援及び子育て支援の仕組みに関すること。

(３) 私立幼稚園、私立専修学校及び私立各種学校等に関すること。 (３) 私立幼稚園、私立専修学校及び私立各種学校等に関すること。

(４) 認定こども園に関すること。 (４) 認定こども園に関すること。

(５) 子ども・子育て支援事業計画に関すること。 (５) 子ども・子育て支援事業計画に関すること。

(６) 保育に関すること。 (６) 保育に関すること。

（新設） (７) 放課後児童健全育成事業に関すること。

第２条及び第３条 省略 第２条及び第３条 現行のとおり 

付 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

別紙 
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第２７号議案説明資料 
令和６年２月２７日 

件 名 
足立区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する

条例 

所管部課名 総務部 総務課 

令和６年１月１５日に開催された足立区特別職議員報酬等審議会の答申に基

づき、足立区議会議員の議員報酬及び期末手当を改定する。 

１ 議員報酬の改定（第２条第１項関係） 

（１）令和５年６月の議員報酬より、１，０００円引き上げる。

なお、令和５年６月から令和６年２月までの報酬は、改定前の金額で

支給済みのため、３月報酬時に差額分を支給する。 

＜参考＞ 

現行 令和５年６月より 

議員 ６１万５，０００円 ６１万６，０００円 

議長 ９４万３，０００円 ９４万４，０００円 

副議長 ８０万８，０００円 ８０万９，０００円 

委員長 ６７万６，０００円 ６７万７，０００円 

副委員長 ６４万５，０００円 ６４万６，０００円 

２ 期末手当の改定（第８条第２項関係） 

（１）令和５年度

ア 支給月数を０．１月引き上げる。（３．７月 → ３．８月）

イ １２月に支給する期末手当を、１．８５月から１．９５月とする。

なお、１２月期末手当は改定前の金額で支給済みのため、３月報酬時

に差額分を支給する。 

（２）令和６年度以降

ア 支給月数は変わらず、支給配分の変更とする。

イ ６月に支給する期末手当を１．８５月から１．９０月に、１２月に支

給する期末手当を１．９５月から１．９０月とする。

＜参考＞ 

現行 令和５年度 
令和６年度 

以降 

６月 １．８５月 １．８５月 １．９０月 

１２月 １．８５月 １．９５月 １．９０月 

年間計 ３．７０月 ３．８０月 ３．８０月 
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３ 施行年月日 

（１）令和５年６月から支給する議員報酬の改定…公布の日

（２）令和５年度に支給する期末手当の改定………公布の日 

（３）令和６年度以降に支給する期末手当の改定…令和６年４月１日

※ （１）、（２）は遡及して適用する。

４ 新旧対照表 

別紙のとおり 
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足立区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

改正前 第１条による改正案 

○足立区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 ○足立区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例

昭和31年10月９日条例第12号 昭和31年10月９日条例第12号 

第１条～第７条まで 省略 第１条～第７条まで 現行のとおり 

（期末手当） （期末手当） 

第８条 省略 第８条 現行のとおり 

２ 期末手当の額は、それぞれ基準日（前項後段に規定する場合にあっては、

離職又は死亡の日）現在におけるその者の議員報酬月額と当該議員報酬月

額に100分の45を乗じて得た額との合計額に、100分の185を乗じて得た額

に、基準日以前６月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に応じて、

次の表に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ基準日（前項後段に規定する場合にあっては、

離職又は死亡の日）現在におけるその者の議員報酬月額と当該議員報酬月

額に100分の45を乗じて得た額との合計額に、100分の195を乗じて得た額

に、基準日以前６月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に応じて、

次の表に定める割合を乗じて得た額とする。 

在職期間 割合 在職期間 割合 

６月 100分の100 ６月 100分の100 

３月以上６月未満 100分の60 ３月以上６月未満 100分の60 

３月未満 100分の30 ３月未満 100分の30 

３～４ 省略 ３～４ 現行のとおり 

別表 別表（第２条関係） 

職名 議員報酬月額 職名 議員報酬月額 

議員 61万5,000円  議員 61万6,000円  

議長 議員の議員報酬月額に1.534を乗じて得た額 議長 議員の議員報酬月額に1.534を乗じて得た額 

副議長 議員の議員報酬月額に1.314を乗じて得た額 副議長 議員の議員報酬月額に1.314を乗じて得た額 

委員長 議員の議員報酬月額に1.1を乗じて得た額 委員長 議員の議員報酬月額に1.1を乗じて得た額 

副委員長 議員の議員報酬月額に1.05を乗じて得た額 副委員長 議員の議員報酬月額に1.05を乗じて得た額 

備考 備考 

議員報酬月額に1,000円未満の端数金額があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。 

 議員報酬月額に1,000円未満の端数金額があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。 

 

別紙 
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足立区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

第１条による改正案 第２条による改正案 

○足立区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 ○足立区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例

昭和31年10月９日条例第12号 昭和31年10月９日条例第12号 

第１条～第７条 省略 第１条～第７条 現行のとおり 

（期末手当） （期末手当） 

第８条 議長、副議長、委員長、副委員長及び議員で、６月１日及び12月１

日（以下本条においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職

する者に対し、期末手当を支給する。基準日前１月以内に離職又は死亡し

た者についてもまた同様とする。 

第８条 議長、副議長、委員長、副委員長及び議員で、６月１日及び12月１

日（以下本条においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職

する者に対し、期末手当を支給する。基準日前１月以内に離職又は死亡し

た者についてもまた同様とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ基準日（前項後段に規定する場合にあっては、

離職又は死亡の日）現在におけるその者の議員報酬月額と当該議員報酬月

額に100分の45を乗じて得た額との合計額に、100分の195を乗じて得た額

に、基準日以前６月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に応じて、

次の表に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ基準日（前項後段に規定する場合にあっては、

離職又は死亡の日）現在におけるその者の議員報酬月額と当該議員報酬月

額に100分の45を乗じて得た額との合計額に、100分の190を乗じて得た額

に、基準日以前６月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に応じて、

次の表に定める割合を乗じて得た額とする。 

在職期間 割合 在職期間 割合 

６月 100分の100 ６月 100分の100 

３月以上６月未満 100分の60 ３月以上６月未満 100分の60 

３月未満 100分の30 ３月未満 100分の30 

３～４ 省略 ３～４ 現行のとおり 

付 則 

（施行期日等） 

１ この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和６年４月

１日から施行する。 

２ 第１条の規定（第８条第２項の改正規定を除く。）による改正後の足立

区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の規定は、令和５年６

月１日から適用する。 

３ 第１条の規定（第８条第２項の改正規定に限る。）による改正後の足立

区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の規定は、令和５年１

２月１日から適用する。 
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第１条による改正案 第２条による改正案 

（議員報酬及び期末手当の内払） 

４ 第１条の規定による改正後の足立区議会議員の議員報酬及び費用弁償等

に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定を適用する場合に

おいては、第１条の規定による改正前の足立区議会議員の議員報酬及び費

用弁償等に関する条例（以下「改正前の条例」という。）の規定に基づい

て支給された議員報酬及び期末手当は、改正後の条例の規定による内払と

みなす。 

（期末手当の支給日の特例） 

５ 令和５年度に限り、改正後の条例の規定により算出した期末手当の額の

うち、改正前の条例の規定により算出したその額を超える部分については、

第８条第４項の規定にかかわらず、令和６年３月に支給すべき議員報酬の

支給期日に支給することができる。 
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第２９号議案説明資料 
令和６年２月２７日 

件 名 （仮称）江北健康づくりセンター新築工事請負契約の変更について 

所管部課名 総務部 契約課 

内 容 

１ 契約の相手方  武家田・浅香建設共同企業体 

代表者 武家田建設株式会社 

代表取締役 武田 昌明 

東京都足立区梅島三丁目４１番３号 

２ 契 約 金 額 

契約金額 当初契約金額割合 

当 初 契 約 ２，３６３，２９５，０００円 １００．００％ 

変 更 増 減

（ 予 定 ） 
５９６，１２３，０００円 ２５．２２％ 

契約変更後 ２，９５９，４１８，０００円 １２５．２２％ 

※ 契約金額には消費税を含む。

３ 契 約 年 月 日  令和４年９月３０日 

４ 契 約 番 号  ４足総契契第０１０４８１号 

５ 工 期 

工 期 

当初契約 令和４年１０月３日から令和６年６月２８日 

契約変更

（予定） 

令和４年１０月３日から令和６年１０月３１日 

６ 工 事 場 所  足立区江北五丁目７５３番 

※ 別紙のとおり

７ 契約変更理由および内容 

（１）地中障害物の処理による増（約１億２，５００万円）

旧上沼田中学校校庭を掘削したところ、地中からコンクリート殻等が

発生したため 

（２）近隣対策及び基礎工事の変更による増（約９，０００万円）

ア 近隣対策のための振動騒音対策費

イ 想定以上に入り過ぎた杭及び偏心した杭の対処費

（３）施設機能向上のための設計変更による増（約２億５００万円）

ア 近隣施設と調和のとれた外観

イ 駐車場精算システムの変更

ウ 木質系内装仕上げ材の取入れ
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（４）インフレスライド・単品スライド条項適用の増（約８，５００万円）

（５）工期延伸による諸経費の増（約９，０００万円）

８ 契約変更（仮承諾）年月日 令和６年２月１日 

９ そ の 他 

議会の議決を得た当該契約金額より変更による増減額が１００分の１０

以上のため、足立区議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処

分に関する条例（昭和３９年足立区条例第１号）第２条の規定に基づき、

本件を提出する。 

13



（仮称）江北健康づくりセンター 案内図

（仮称）江北健康づくりセンター 

江北五丁目７５３番
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第３０号議案説明資料 
令和６年２月２７日 

件 名 （仮称）江北健康づくりセンター新築電気設備工事請負契約の変更につい

て 

所管部課名 総務部 契約課 

内 容 

１ 契約の相手方  雄光・拓電建設共同企業体 

代表者 雄光電気株式会社 

代表取締役 五十嵐 弘征 

東京都足立区中央本町一丁目１２番１４号 

２ 契 約 金 額 

契約金額 当初契約金額割合 

当 初 契 約 ７２６,０００,０００円 １００．００％ 

変 更 増 減

（ 予 定 ） 
１７２,９０９,０００円 ２３．８２％ 

契約変更後 ８９８,９０９,０００円 １２３．８２％ 

※ 契約金額には消費税を含む。

３ 契 約 年 月 日  令和４年９月３０日 

４ 契 約 番 号  ４足総契契第０１０４８０号 

５ 工 期 

工 期 

当初契約 令和４年１０月３日から令和６年６月２８日 

契約変更

（予定） 

令和４年１０月３日から令和６年１１月１５日 

６ 工 事 場 所  足立区江北五丁目７５３番 

※ 別紙のとおり

７ 契約変更理由および内容 

（１）施設機能向上およびパンデミック・災害時の拠点施設として運営可能

とするための設計変更による増（約１億円）

ア 受変電設備の増設

イ 防犯カメラの増設

ウ 機械警備設備の増設

エ 顔認証式電気錠設備の導入

オ 電話主装置、大研修室ローカル放送設備の仕様変更

（２）インフレスライド条項適用の増（約３，０００万円）

（３）工期延伸による諸経費の増（約４，０００万円）
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８ 契約変更（仮承諾）年月日 令和６年２月１日 

９ そ の 他 

議会の議決を得た当該契約金額より変更による増減額が１００分の１０

以上のため、足立区議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処

分に関する条例（昭和３９年足立区条例第１号）第２条の規定に基づき、

本件を提出する。 
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第３１号議案説明資料
令和６年２月２７日 

件  名 学校 ICT 機器・教員用 Chromebook等の購入（Ｒ５債務）について 

所管部課名 総務部 契約課 

内  容 

１ 契約の相手方  東日本電信電話株式会社 東京事業部 

執行役員東京事業部長 熊谷 敏昌 

東京都港区西新橋三丁目２２番８号 

２ 契 約 金 額  ６２３，５９０，０００円(落札率５９．７８％) 

３ 契 約 方 法  公募型指名競争入札 

４ 契 約 番 号  ５足総契契第０２２７２１号 

５ 納 期 限  令和６年１０月３１日 

６ 納 入 場 所 学校ICT推進担当課指定場所 

７ 契 約 内 容

下記教員用Chromebook等を購入する。 

（１）無線アクセスポイント ２，４８６台 

（２）教員用Chromebook（５年保証付き） ２，０８３台 

（３）教員用充電保管庫（４５台収容） ３９台 

（４）教員用充電保管庫（３０台収容） ６７台 

（５）書画カメラ ５１０台 

（６）PoEスイッチ、セキュリティワイヤー  ２，４８６個 

（７）充電用ACアダプタ ２，０８３個 

（８）マスターキー（充電保管庫用） ４本 

（９）統一キー（充電保管庫用） １０２セット 

（１セット２本以上） 

（10）無線アクセスポイントライセンス ２，４８６ライセンス 

（11）InterCLASSライセンス ２，０８３ライセンス 

（12）Chrome管理コンソール ２，０８３ライセンス 

（13）運搬・梱包材撤去作業 １式 

８ そ の 他 

（１）入札日・開札日  令和６年１月１９日 

（２）指名業者 ９者（辞退５者、不参１者） 

（３）仮契約年月日 令和６年１月２６日 

（４）予定価格 １，０４３，２１４，２３０円（事後公表） 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。
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【参考】 

年度別教育ICT関連経費一覧 

R6 R7 R8 R9 R10 5年間総額

1 児童・生徒用端末

教員用端末

4.6億円 21.7億円 2.7億円 0 0 29.0億円

2 無線アクセスポイント
（AP)等

8.8億円 1.7億円 1.7億円 2.8億円 1.7億円 16.7億円

3 端末設定

ヘルプデスク等保守
15.2億円 16.0億円 7.1億円 9.4億円 7.2億円 54.9億円

合計（A） 28.6億円 39.4億円 11.5億円 12.2億円 8.9億円 100.6億円

国庫補助金等（B） 0.4億円 16.1億円 2.0億円 0 0 18.5億円

必要となる財源
（A-B)

28.2億円 23.3億円 9.5億円 12.2億円 8.9億円 82.1億円

（うちR6更改
教員用2千台
3.1億円）

児童・生徒用
4万台(見込)

児童・生徒用
5千台(見込)

教員用
1千台(見込)

（うちR6更改
無線AP2.5千台
等7.3億円）

（4万8千台）
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第３２号議案説明資料
令和６年２月２７日 

件  名 指導書の購入について 

所管部課名 総務部 契約課 

内  容 

１ 契約の相手方 東京都東部教科書供給株式会社 

代表取締役社長 知久 明彦 

東京都葛飾区新小岩二丁目２０番１号 

２ 契 約 金 額 ２３９,９５５,８７０円 

３ 契 約 方 法 特命随意契約 

足立区が教科書・指導書を購入する際は、表

記の特約供給所からしか買えないため。 

４ 契 約 番 号 ５足総契契第０２２７３２号 

５ 納 期 限 令和６年５月１５日 

６ 納 入 場 所 青井小学校（足立区青井三丁目１２番２号） 

外６８か所 

７ 契 約 内 容

小学校教師用指導書を購入する。 

（１）小学校国語 （総説編）  ６９冊 

（２）小学校国語 ４１４セット 

（３）小学校国語 （朱書編） １，０７７冊 

（４）ひろがる言葉 小学国語 （総説編）  ６８冊 

（５）ひろがる言葉 小学国語 ２０４セット 

（６）ひろがる言葉 小学国語 （朱書編＋展開編）  ４９２セット 

（７）小学校 書写 ４０８セット 

（８）小学校 書写（書写指導の方法）  ６８冊 

（９）小学 書写 （総説編）  ６８冊 

（10）小学 書写 ２０４セット 

（11）小学 書写 （朱書編） ４９２冊 

（12）小学社会  （総論）  ６８冊 

（13）小学社会 ２７２セット 

（14）小学社会  （朱書編） ６７８冊 

（15）楽しく学ぶ小学生の地図帳 ２６９セット 

（16）新しい算数 ４８３セット 

（17）新しい算数 指導編（朱書編） １，２４８冊 

（18）新しい理科 ２７２セット 
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（19）新しい理科 指導編（朱書編） ６０３冊 

（20）せいかつ上 みんな なかよし １３５セット 

（21）せいかつ上 みんな なかよし(朱書編・指導案編)３１５セット

（22）小学生の音楽 ４０８セット 

（23）小学音楽 音楽のおくりもの （総説編）  ６８冊 

（24）小学音楽 音楽のおくりもの ２０４セット 

（25）図画工作 ２０４セット 

（26）新しい家庭 ２４４セット 

（27）新しい家庭 指導編 ２５４冊 

（28）新しい保健 ２７０セット 

（29）Ｈｅｒｅ Ｗｅ Ｇｏ！ １４０セット 

（30）Ｈｅｒｅ Ｗｅ Ｇｏ！ （朱書編） ２９４冊 

（31）ＮＥＷ ＨＯＲＩＺＯＮ  ６８セット 

（32）ＮＥＷ ＨＯＲＩＺＯＮ  （朱書編）  ２７１冊 

（33）新しい道徳 ４０８セット 

（34）新しい道徳 （朱書編） ９９３冊 

（35）みんなの道徳 ２０４セット 

（36）みんなの道徳 指導編（朱書編） ４９２冊 

８ そ の 他 

（１）見積書提出日 令和６年１月２４日 

（２）見積参加事業者数 １者

（３）仮契約年月日 令和６年１月２４日 

※ 契約金額には消費税を含む。
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第３３号議案説明資料
令和６年２月２７日 

件  名 足立区営住宅等維持管理業務委託について 

所管部課名 総務部 契約課 

内  容 

１ 契約の相手方 株式会社東急コミュニティー 

代表取締役 木村 昌平 

東京都世田谷区用賀四丁目１０番１号 

２ 契 約 金 額 ３５５，６６４，２７６円 

３ 契 約 方 法 特命随意契約 

令和３年度に実施した足立区営住宅等維持管

理業務委託事業者選定プロポーザルにより、３

年を限度とする委託業務受注業者として選定

されたため（３年目）。 

４ 契 約 番 号 ５足総契契第０２２８０３号 

５ 履 行 期 限 令和７年３月３１日 

６ 履 行 場 所 足立区営新田二丁目アパートほか２３団地 

計８７２戸 

７ 契 約 内 容

区営住宅等の維持管理業務を委託する。 

（１）計画修繕業務

（２）小規模修繕業務（一般修繕・空家修繕）

（３）設備保守業務

（４）環境整備業務

（５）緊急事態発生対応等業務

８ そ の 他 

（１）見積書提出日 令和６年１月２４日 

（２）見積参加事業者数 １者

（３）仮契約年月日 令和６年１月２４日 

※ 契約金額には消費税を含む。

※ 当該業務委託は、契約内容に議会の議決に付さなければならない工

事又は製造の請負の要素が１億８千万円を超える案件として上程す

る（工事請負要素：約２億７千万円）。 

※ 令和７年度以降は、競争入札にて事業者を決定する予定。
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